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株 主 各 位
東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 六 丁 目 2 2 番 １ 号

代表取締役会長兼社長 　 池 　 田 　 　 茂

第17期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第17期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　現在、新型コロナウイルス感染拡大防止策の徹底が必要な状況にあることを踏まえ、慎重に検討いたしました
結果、役員選任や配当決議を要することから本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施させていただ
いたうえで、開催させていただくことといたしました。
　株主の皆様におかれましては、こうした状況に鑑み、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、
可能な限り、株主総会当日のご来場はお控えいただき、書面による事前の議決権行使をお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2020年６月22日(月曜日)午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげ
ます。
　なお、今後の状況変化により、株主総会の運営に大きな変更が生ずる場合は、当社ウェブサイト
（https://www.francebed-hd.co.jp/)にてお知らせいたします。

敬　具
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記
１．日 時 2020年６月23日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿一丁目６番１号

新宿エルタワー30階　サンスカイルーム
（末尾の株主総会会場ご案内略図をご参照のうえ、お間違えのないようご注意お願い申し
　あげます。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第17期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、連結計算書類

並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第17期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 監査等委員でない取締役４名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

４．その他本招集ご通知に関する事項
本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び定款第14条の規定に基
づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.francebed-hd.co.jp/）に掲載しておりますの
で、本招集ご通知提供書面には記載しておりません。
①連結計算書類の「連結注記表」②計算書類の「個別注記表」
　したがいまして、本招集ご通知提供書面に記載している連結計算書類及び計算書類は、会計監査人又は監
査等委員会が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であ
ります。

以　上

・当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
　げます。
・株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますようお願い申し
　あげます。
・新型コロナウイルス感染拡大防止のため、本株主総会会場におきましては、開催日現在の状況に応じて株主
　様の安全に配慮した感染防止の措置を講じる場合がございますので、ご理解とご協力を賜りますようお願い申
　しあげます。
・株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当
　社ウェブサイト(https://www.francebed-hd.co.jp/)に掲載させていただきます。
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第１号議案　　剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
当社は、株主価値を最大化していくために、株主への利益還元を最重要課題のひとつとして位置付けてお

り、安定的な配当の継続に努めることを基本方針としております。当期の期末配当につきましては、この基
本方針並びに業績、経営環境及び財務体質の強化の必要性などを総合的に勘案したうえで、以下のとおりと
いたしたいと存じます。

⑴　配当財産の種類
　金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金14円といたしたいと存じます。
　この場合の配当総額は、542,807,580円となります。
　なお、2019年12月６日に１株につき14円の中間配当金をお支払いいたしておりますので、１株当たり
の年間配当金は28円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生ずる日
　2020年６月24日といたしたいと存じます。
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第２号議案　　監査等委員でない取締役４名選任の件
　監査等委員でない取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査等委員で
ない取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、指摘事項はございませんでした。
　監査等委員でない取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

いけ
池

だ
田

 
　

しげる
茂

(1949年７月19日生)

1973年４月 フランスベッド株式会社入社

5,913,390株

1991年６月 フランスベッド株式会社代表取締役副社長
1999年６月 フランスベッド株式会社代表取締役社長兼

営業本部長
フランスベッドメディカルサービス株式会社
取締役会長

2001年４月 フランスベッド株式会社代表取締役社長
（現在に至る）

2004年３月 当社代表取締役社長（監査グループ担当）
2011年11月 公益財団法人フランスベッド・メディカルホームケア研究・助成財団

代表理事理事長（現在に至る）
2012年６月 江蘇芙蘭舒床有限公司董事長

（現在に至る）
2016年１月 当社代表取締役社長（監査グループ担当兼秘

書グループ担当）
2019年６月 当社代表取締役会長兼社長（監査グループ担

当兼秘書グループ担当）（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
フランスベッド株式会社代表取締役社長
公益財団法人フランスベッド・メディカルホームケア研究・
助成財団　代表理事理事長
江蘇芙蘭舒床有限公司董事長

【取締役候補者とした理由】
　上記経歴を有し、当社及び主要な事業会社であるフランスベッド株式会社の代表取締役として企業
経営に精通していることから、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

いけ
池

だ
田

かず
一

み
実

(1977年10月５日生)

2005年４月 松下電器産業株式会社（現 パナソニック株式
会社）入社

141,300株

2008年７月 フランスベッド株式会社入社 営業本部付担当課長
2011年６月 フランスベッド販売株式会社代表取締役社長

株式会社エフビー友の会代表取締役
東京ベッド株式会社代表取締役社長
フランスベッド株式会社取締役統括事業本部
営業企画本部副本部長

2017年６月 フランスベッド株式会社常務取締役統括事業本部
営業企画本部長

2018

2018
2018

2019

2019

年

年
年

年

年

6

９
10

４

６

月

月
月

月

月

フランスベッド販売株式会社取締役
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
統括事業本部営業企画本部長
当社取締役（経営企画グループ担当）
江蘇芙蘭舒床有限公司董事（現在に至る）
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
経営企画部長兼法人事業本部海外担当
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
経営企画本部長
フランスベッド株式会社代表取締役副社長
執行役員経営企画本部長（現在に至る）
当社代表取締役専務（経営企画グループ担当）
（現在に至る）
東京ベッド株式会社取締役（現在に至る）

（重要な兼職の状況）
フランスベッド株式会社代表取締役副社長執行役員
東京ベッド株式会社取締役
江蘇芙蘭舒床有限公司董事

【取締役候補者とした理由】
　上記経歴を有し、当社においては経営企画グループ担当取締役として、また、主要な事業会社であ
るフランスベッド株式会社では代表取締役副社長執行役員経営企画本部長として営業政策・管理に精
通し、さらに新規事業開発における知識と能力を有していることや、子会社の社長を歴任し企業経営
の経験を有していることから、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

しま
島

だ
田

 
　

つとむ
勉

(1955年８月16日生)

2000年３月 宇宙通信株式会社（現 スカパーＪＳＡＴ株式
会社）経理部長

26,600株

2007年６月 フランスベッド株式会社取締役管理本部長
2007年７月 当社執行役員（経理グループ担当）兼主計室長
2007年10月 東京ベッド株式会社取締役（現在に至る）
2008年３月 当社執行役員（経理グループ担当）兼主計室長

兼財務室長
2008年６月 当社取締役（経理グループ担当）兼主計室長

兼財務室長
フランスベッド株式会社取締役管理本部長
兼管理部長

2011年６月 フランスベッド販売株式会社取締役
（現在に至る）

2012年６月 江蘇芙蘭舒床有限公司監事（現在に至る）
2014年６月 フランスベッド株式会社常務取締役管理本部長
2015年４月 当社取締役（経理グループ担当）兼財務室長

（現在に至る）
2018年６月 フランスベッド株式会社取締役常務執行役員

管理本部長（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
フランスベッド販売株式会社取締役
東京ベッド株式会社取締役
江蘇芙蘭舒床有限公司監事

【取締役候補者とした理由】
　上記経歴を有し、当社においては経理グループ担当取締役として、また、主要な事業会社であるフ
ランスベッド株式会社では取締役常務執行役員管理本部長として経理財務に精通し、純粋持株会社経
営に必要な広範な知識を有していることから、取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

４

うえ
上

だ
田

たか
隆

し
司

(1954年９月10日生)

1979年４月 フランスベッド株式会社入社

17,700株

2011年４月 フランスベッド株式会社
統括事業本部営業企画本部商品企画部長

2011年６月 東京ベッド株式会社取締役（現在に至る）
2013年６月 当社取締役（企画グループ担当）

フランスベッド株式会社取締役商品開発本部長
兼商品開発部長

2016年１月 当社取締役（経営企画グループ担当）
（現在に至る）

2017年４月 フランスベッド株式会社取締役生産開発本部長
2018年６月 フランスベッド株式会社取締役常務執行役員

生産開発本部長（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
東京ベッド株式会社取締役

【取締役候補者とした理由】
　上記経歴を有し、当社においては経営企画グループ担当取締役として、また、主要な事業会社であ
るフランスベッド株式会社では取締役常務執行役員生産開発本部長として生産・商品開発に精通し、
特定専門分野における深い知識と能力を有していることから、取締役候補者といたしました。

(注)各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第３号議案　　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役木村昭仁氏、中村秀一氏及び渡邊敏氏の３名は、本総会終結の時をもって任期満了
となりますので、監査等委員である取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

き

木
む ら

村
あ き

昭
ひ と

仁
(1961年７月20日生)

1985年４月 株式会社日本長期信用銀行（現 株式会社新生銀行）入行

2,800株

2004年11月 フランスベッドメディカルサービス株式会社
総務部副部長

2005年５月 フランスベッドメディカルサービス株式会社
営業本部営業推進部長

2009年４月 フランスベッド株式会社執行役員
メディカルサービス事業本部レンタル営業本部営業推進部長

2009年12月 株式会社翼監査役（現在に至る）
2010年４月 フランスベッド株式会社執行役員

メディカルサービス事業本部業務企画部長
2011年４月 フランスベッド株式会社執行役員

統括事業本部営業企画本部業務管理部長
2012年４月 フランスベッド株式会社執行役員

統括事業本部営業企画本部付
2012年６月 フランスベッド株式会社監査役（現在に至る）

当社常勤監査役
2013年４月 フランスベッドメディカルサービス株式会社

監査役（現在に至る）
2016年６月 当社取締役（常勤監査等委員）（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
フランスベッド株式会社監査役
株式会社翼監査役
フランスベッドメディカルサービス株式会社監査役

【監査等委委員である取締役候補者とした理由】
　長年にわたり金融機関に勤務され、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しており、また事業
会社での営業部門並びに企画部門における豊富な経験と実績に加え、当社の常勤監査等委員としての
経験と知見を有していることから、監査等委員会の職務についても適切に遂行していただけるものと
考え、監査等委員である取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

２

な か

中
む ら

村
しゅう

秀
い ち

一
(1948年８月22日生)

1973年４月 厚生省（現 厚生労働省）入省

0株

1990年４月 厚生省大臣官房老人保健福祉部老人福祉課長
1992年７月 厚生省年金局年金課長
1996年７月 厚生省保険局企画課長
1998年７月 厚生省大臣官房政策課長
2001年１月 厚生労働省大臣官房審議官（医療保険・医政担当）
2002年７月 厚生労働省老健局長
2005年８月 厚生労働省社会・援護局長
2008年９月 社会保険診療報酬支払基金理事長
2010年10月 内閣官房社会保障改革担当室長
2014年６月 当社社外取締役
2016年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現在に至る）
2019年６月 株式会社メディカルシステムネットワーク

取締役（現在に至る）
（重要な兼職の状況）
一般社団法人 医療介護福祉政策研究フォーラム理事長
学校法人国際医療福祉大学 国際医療福祉大学大学院教授
株式会社メディカルシステムネットワーク取締役

【監査等委員である取締役（社外）候補者とした理由】
　長年にわたり医療、介護・福祉等に関する厚生労働行政に従事され、豊富な経験と幅広い見識を当
社の監査・監督に活かしていただけるものと考え、監査等委員会である社外取締役候補者といたしま
した。なお、同氏の社外取締役（監査等委員）としての在任期間は、監査等委員会設置会社移行前に
社外取締役であった期間と合わせて、本定時株主総会の終結の時をもって６年となります。また、同
氏は過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはあり
ませんが、上記の理由から監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断
しております。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

わ た

渡
な べ

邊
 

　
さとし

敏
(1949年８月19日生)

1984年４月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
弁理士登録
小川法律特許事務所弁護士

0株

1987年４月 渡辺特許法律事務所弁護士
東京簡易裁判所司法委員（現在に至る）

1997年１月 渡辺特許法律事務所所長（現在に至る）
2000年４月 日本知的財産仲裁センター委員会委員

（現在に至る）
2001年４月 第二東京弁護士会副会長
2002年４月 日弁連知的財産委員会委員（現在に至る）
2007年４月 工業所有権審議会臨時委員
2008年４月 総務省年金確認東京第三者委員会委員
2010年４月 防衛庁（現 防衛省）北関東防衛施設地方

審議会審議委員
2010年６月 第二東京弁護士会綱紀委員会委員長
2013年６月 原子力損害賠償紛争解決センター仲介委員

（現在に至る）
2016年６月 当社補欠社外取締役（監査等委員）
2018年４月 防衛省北関東防衛施設地方審議会会長
2018年９月 当社社外取締役（監査等委員）（現在に至る）
2019年３月 学校法人多摩美術大学理事（現在に至る）
（重要な兼職の状況）

渡辺特許法律事務所所長
学校法人多摩美術大学理事

【監査等委員である取締役（社外）候補者とした理由】
　長年にわたり弁護士として活動され、専門知識や豊富な経験等を当社の経営に活かしていただける
ものと考え、監査等委員である社外取締役候補者といたしました。なお、同氏の社外取締役（監査等
委員）としての在任期間は、本定時株主総会の終結の時をもって１年10か月となります。また、同
氏は過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会社の経営に関与したことはあり
ませんが、上記の理由から監査等委員である社外取締役としての職務を適切に遂行できるものと判断
しております。
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(注)１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．中村秀一氏及び渡邊敏氏の両氏は社外取締役候補者であり、東京証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。
３．当社は、当社定款の定めに基づき、中村秀一氏及び渡邊敏氏の両氏との間で、会社法第423条第１項の

損害賠償責任の限度額を法令の定める額とする契約（責任限定契約）を締結しております。当社は、両
氏の選任が承認された場合、両氏との間で、上記責任限定契約を改めて締結する予定であります。

以　上
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　企業集団の概要
当社を持株会社とするフランスベッドホールディングスグループは、「創造と革新により『豊かさとや

さしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカンパニーを目指す」を経営理念に掲げ、メディカル
サービス事業とインテリア健康事業を中核とするグループ運営を行い、グループ総体としての経営資源の
最適配分などを通じて、グループ全体の総合力を強化することにより企業価値の向上に努めております。

②　事業の経過及びその成果
現在わが国では、少子高齢化が進行しており、総務省が発表している最新の人口推計では、65歳以上

の高齢者の割合は28.5％と年々増加する一方、生産年齢人口の割合は59.5％と、比較可能な1950年以降
過去最低となっております。このため、介護業界では今後の更なる高齢化の深化、急速に進む労働力人口
の減少への対応が喫緊の課題となっております。

また、2020年に入り新型コロナウイルス感染症が世界的に感染拡大したことで、わが国においても経
済活動の停滞が顕在化するなど、先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の中で、当社グループでは、2018年４月から３カ年にわたる中期経営計画を策定し、
本格的な高齢社会で求められるニーズに対応し、グループが保有する経営資源を集中させ、シルバービジ
ネスの更なる強化と積極的な展開を図ることで、「グループ総体としての企業価値の最大化」を目指すと
いう基本方針のもと、主な施策として、①シルバービジネスの更なる強化（得意分野への経営資源の集
中）、②インテリア健康事業の収益性の改善（「量から質」への転換）、③海外事業の強化、④経営基盤
の強化の４つを掲げ、事業に取り組んでおります。

こうした中で、当連結会計年度（以下「当期」といいます。）におきましては、メディカルサービス
事業の主力である福祉用具貸与事業は、ご利用者の方々やそのご家族の生活を維持するために欠かせない
介護サービスとして堅調に推移し、また、インテリア健康事業については新型コロナウイルス感染拡大に
よる業績への影響が限定的であったことから、当社グループの経営成績は、売上高は524億３千万円（前
期比1.2％増）となりました。

また、2019年10月より、インテリア健康事業において価格の改定や組織・人員体制の見直しを行い、
収益性が改善したことなどにより、営業利益は24億９千２百万円（前期比5.4％増）、経常利益は24億３
千６百万円（前期比3.1％増）となりました。
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一方、前期に計上した連結子会社の退職給付信託の一部を解約し返還を受けたことなどによる特別利
益などが減少したことから、親会社株主に帰属する当期純利益は15億２千万円（前期比41.5％減）とな
りました。

各セグメントの経営成績は、次のとおりであります。
なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を一部変更しており、当期の比較・分析は、変更

後のセグメント区分に基づいています。

メディカルサービス事業
メディカルサービス事業は、主力の福祉用具貸与事業において、シェア拡大などを目的として営業拠

点の新設を行ったほか、使う人の身体に合わせる「フィッティング」をコンセプトとした新ブランド「マ
ルチフィットシリーズ」の市場投入などにより同事業が堅調に推移したことに加え、病院施設向け販売に
ついても、看護・介護人材不足対策として省力化や労力軽減につながる見守り機能搭載ベッドなどの介護
ロボットが順調に推移したことから、ゼグメント全体の売上高は、前期比増収となりました。一方、利益
面については、営業拠点の新設、主力新商品の積極的な市場投下及び人員の増強などにより前期比減益と
なりました。

売 上 高 31,235百万円 前期比 5.0％増

営 業 利 益 2,326百万円 前期比 5.3％減

インテリア健康事業
インテリア健康事業においては、既存の家具販売店向け販売が苦戦する中で、当社グループのショー

ルームを増設し、高付加価値商品などを中心に取引先との各種展示販売会などに注力したほか、新規販路
の開拓を推進いたしました。また、シティホテルなどに対しては、最高級ベッドブランドの「スランバー
ランド」などの販売が好調に推移しましたが、セグメント全体の売上高は、前期比僅かながら減収となり
ました。一方、利益面については、高衛生マットレス「キュリエスAG™」や電動リクライニングベッド
などの高付加価値商品の販売が好調だったことに加え、価格の改定や組織・人員体制の見直しを行ったこ
となどで収益性が改善し、前期比増益となりました。

売 上 高 20,842百万円 前期比 0.9％減

営 業 利 益 128百万円 前期 営業損失66百万円
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企業集団の連結業績の状況と各セグメントの事業の概要と主要な会社
当連結会計年度（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

（単位：百万円）
報告セグメント

そ の 他 合 計 調 整 額
連 結
損益計算書
計 上 額

メディカル
サ ー ビ ス

インテリア
健 康 計

売 上 高
外 部 顧 客 へ の
売 上 高 31,235 20,842 52,077 353 52,430 － 52,430
セ グ メ ン ト 間 の
内 部 売 上 高
又 は 振 替 高

1 261 263 5 269 △269 －

計 31,236 21,103 52,340 359 52,699 △269 52,430

セ グ メ ン ト 利 益 2,326 128 2,454 4 2,459 32 2,492

各セグメントの事業の概要と主要な会社
セ グ メ ン ト の 名 称 主 な 事 業 の 概 要 主 要 な 会 社

メ デ ィ カ ル サ ー ビ ス
医療・介護用ベッド、福祉用具
の製造、仕入、レンタル、小売
及び卸売、病院・ホテル等のリ
ネンサプライ

フランスベッド株式会社
株式会社翼
江蘇芙蘭舒床有限公司
フランスベッドメディカルサービス株式会社
株式会社ミストラルサービス

イ ン テ リ ア 健 康
ベッド・家具類・寝装品・健康
機器等の製造、仕入及び卸売、
戸別訪問販売、広告・展示会場
設営

フランスベッド株式会社
フランスベッド販売株式会社
株式会社エフビー友の会
東京ベッド株式会社
フランスベッドファニチャー株式会社
江蘇芙蘭舒床有限公司

そ の 他 不動産賃貸等 フランスベッド株式会社
フランスベッド販売株式会社

(注)１．株式会社エフビー友の会は、連結子会社であるフランスベッド販売株式会社の子会社であり、同社
が販売する商品の前払式特定取引契約を締結する友の会会員を募集し、当該会員に対する商品の販
売斡旋を行っております。

２．持分法適用会社：株式会社ミストラルサービス
３．主要な非連結子会社及び持分法非適用会社：

株式会社翼、江蘇芙蘭舒床有限公司、フランスベッドメディカルサービス株式会社
株式会社翼、江蘇芙蘭舒床有限公司及びフランスベッドメディカルサービス株式会社は、小規模会
社であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりませんので、連結の範囲及び持分法の適
用から除外しております。
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⑵　対処すべき課題
今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、国内外を問わず経済活動の

停滞の長期化が懸念され、国内の個人消費の回復が一層遅れることが想定されるなど、先行きに対する不
透明感が一段と増しております。

こうした中で、当社グループのメディカルサービス事業における主力の福祉用具貸与事業は、新型コロ
ナウイルス感染拡大にかかる緊急事態宣言発令下においても、ご利用者の方々やそのご家族の生活を維持
するうえで欠かせないものとして、役職員や関係者の感染予防などに最大限の配慮をしながら、サービス
の提供に努めてまいります。一方で、病院・福祉施設などに対する販売については、医療現場の混乱など
により営業活動ができない状況が続いており、今後、業績に影響が出る懸念があります。

また、インテリア健康事業においては、新型コロナウイルス感染拡大の影響の長期化などにより、主力
の家具販売店向け販売について、店舗への来店者の減少や、各種催事の開催自粛などによる販売への影響
が想定されます。また、ホテル向け販売についても、東京オリンピック・パラリンピックの開催延期の影
響も加わり、新規需要及び更新需要がそれぞれ後退することが懸念されます。

このような状況のもと、当社グループでは、引き続き2021年３月期を最終年度とした中期経営計画の主
な施策である「シルバービジネスの更なる強化（得意分野への経営資源の集中）」、「インテリア健康事
業の収益性の改善」に注力してまいりますが、新型コロナウイルス感染拡大の影響が長期化することに備
え、業績が悪化する懸念がある事業分野から、業績が堅調に推移している福祉用具貸与事業に人的資源を
シフトすることなどにより、グループ全体の業績悪化を防ぐために全力を挙げて取り組んでまいります。

⑶　設備投資の状況
当連結会計年度におきまして実施いたしました企業集団の設備投資の総額は53億８千３百万円であり、

その主な内容は、フランスベッド株式会社のメディカルサービス事業のレンタル用の資産(ベッド・車いす
等)に対する投資であります。

⑷　資金調達の状況
当連結会計年度中の資金調達は、全て銀行借入により行いました。

－ 15 －
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⑸　主要な借入先の状況（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 400
株 式 会 社 静 岡 銀 行 400
農 林 中 央 金 庫 350
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 300
株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 300
株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 300
株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 300
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 250
株 式 会 社 佐 賀 銀 行 200
株 式 会 社 常 陽 銀 行 100
株 式 会 社 り そ な 銀 行 100

⑹　財産及び損益の状況

区 分 2017年３月期
（第14期）

2018年３月期
（第15期）

2019年３月期
（第16期）

2020年３月期
(当連結会計年度)

（第17期）
売 上 高(百万円) 52,126 52,410 51,764 52,430

経  常  利  益(百万円) 2,293 2,606 2,361 2,436
親会社株主に帰属する
当  期  純  利  益(百万円) 1,931 1,806 2,599 1,520

１株当たり当期純利益 (円) 47.59 44.88 66.02 39.07

総 資 産(百万円) 62,454 65,140 63,256 59,798

純 資 産(百万円) 38,077 40,884 38,207 37,481

１株当たり純資産額 (円) 948.03 1,015.33 972.64 966.70
(注)１.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式の総数により、また、１株当たり純資産額は、期末発行済

株式の総数により算出いたしております。なお、発行済株式の総数については自己株式数を除いておりま
す。

２.「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を前連結会
計年度の期首から適用しており、2018年３月期（第15期）連結会計年度の総資産については、当該会計
基準等を遡って適用した後の数値となっております。
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⑺　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
②　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

フ ラ ン ス ベ ッ ド 株 式 会 社 百万円
5,604

％
100.0

医療・介護用ベッド、福祉用
具、ベッド・家具類・寝装
品・健康機器等の製造、仕
入、レンタル、小売及び卸
売、病院・ホテル等のリネンサ
プライ

フ ラ ン ス ベ ッ ド フ ァ ニ チ ャ ー 株 式 会 社 百万円
50 (100.0) ベッド・家具類の製造

フ ラ ン ス ベ ッ ド 販 売 株 式 会 社 百万円
10 (100.0) 装身具、健康機器等の販売、

店舗設計
株 式 会 社 エ フ ビ ー 友 の 会 百万円

100 (100.0) 商品の販売斡旋

東 京 ベ ッ ド 株 式 会 社 百万円
50 (100.0) ベッド・家具類・寝装品等の

製造及び販売
株 式 会 社 翼 百万円

30 (100.0) 福祉用具の販売及びレンタル

江 蘇 芙 蘭 舒 床 有 限 公 司 百万人民元
21 76.1

医療・介護用ベッド、福祉用
具、ベッド・家具類・寝装
品、健康機器等の製造・販売
及び輸出入

フランスベッドメディカルサービス株式会社 百万円
10 (100.0)

介護福祉機器の保守メンテ
ナンス管理及び商品保管・在
庫管理の業務受託代行

(注)１．「当社の出資比率」の（　）は、間接所有であります。
２．フランスベッドファニチャー株式会社、フランスベッド販売株式会社、東京ベッド株式会社、株式

会社翼及びフランスベッドメディカルサービス株式会社は、フランスベッド株式会社の100％出資
子会社であります。

３．株式会社エフビー友の会は、フランスベッド販売株式会社の100％出資子会社であります。
４．株式会社翼、江蘇芙蘭舒床有限公司及びフランスベッドメディカルサービス株式会社は、小規模会

社であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりませんので、連結の範囲及び持分法の適
用から除外しております。

５．江蘇芙蘭舒床有限公司は、2019年９月11日付で第三者割当増資を行ったことから、資本金が増加
し当社の出資比率が低下しております。

③　当事業年度末日における特定完全子会社の状況
会　社　名 住　　所 帳簿価額の合計額 当社の総資産額

フランスベッド株式会社 東京都昭島市中神町1148番地５ 42,943百万円 57,981百万円
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⑻　組織再編行為等の状況
①　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。

②　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

③　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

④　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
特記すべき事項はありません。

⑼　主要な事業内容（2020年３月31日現在）
当社は、メディカルサービス事業及びインテリア健康事業等を営む事業会社の株式を保有することにより

当該会社の事業活動の支配・管理をしております。
なお、企業集団の主要なセグメントにつきましては、前記「企業集団の連結業績の状況と各セグメントの

事業の概要と主要な会社」に記載いたしております。

⑽　主要な拠点等（2020年３月31日現在）
①　当社
　　　本社　　東京都新宿区西新宿六丁目22番１号

②　子会社等
会 社 名 主 要 拠 点 等

フ ラ ン ス ベ ッ ド 株 式 会 社

本　　社　（東京都新宿区）
工 場 数
営 業 所 数
店 舗 数
シ ョ ー ル ー ム 数

：　５工場
：　131営業所
：　15店舗
：　22ショールーム

フランスベッドファニチャー株式会社 本社工場　（佐賀県三養基郡上峰町）・東北工場（福島県白河市）
フランスベッド販売株式会社 本　　社　（東京都調布市）
株 式 会 社 エ フ ビ ー 友 の 会 本　　社　（東京都調布市）
東 京 ベ ッ ド 株 式 会 社 本　　社　（東京都港区）・千葉工場（千葉県柏市）
株 式 会 社 翼 本　　社　（香川県高松市）
江 蘇 芙 蘭 舒 床 有 限 公 司 本　　社　（中華人民共和国江蘇省南通市）
フランスベッドメディカルサービス株式会社 本　　社　（東京都新宿区）
(注)１．フランスベッド株式会社の登記上の本店所在地は東京都昭島市であります。

２．株式会社翼、江蘇芙蘭舒床有限公司及びフランスベッドメディカルサービス株式会社は、小規模会
社であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりませんので、連結の範囲及び持分法の適
用から除外しております。
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⑾　使用人の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
名

1,554 12名増
(注)１．使用人数は就業人員数であります。また、正規使用人のみで、臨時使用人は含んでおりません。

２．セグメント別の内訳
セ グ メ ン ト の 名 称 使 用 人 数

名
メ デ ィ カ ル サ ー ビ ス 955
イ ン テ リ ア 健 康 581
全 社 （ 共 通 ） 18

合 計 1,554
(注)「全社（共通）」は、当社の使用人であります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 歳 年
男 11 2名増 51.7 27.7
女 7 1名増 42.0 15.9

合計または平均 18 3名増 47.9 23.1
(注)１．使用人数は就業人員数であります。

２．当社の使用人は、フランスベッド株式会社からの出向者であり、平均勤続年数は、子会社からの
通算であります。

⑿　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（2020年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 170,000,000株

②　発行済株式の総数 41,397,500株

③　株主数 22,656名（前事業年度末比4,912名減）

　　④　大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

池 　 田 　 　 　 茂 5,913 15.2

有 限 会 社 し げ る 不 動 産 2,110 5.4

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,803 4.6

渡 　 部 　 恵 美 子 1,561 4.0

永 　 井 　 美 代 子 1,552 4.0

早 　 崎 　 静 　 子 1,535 3.9

池 　 田 　 シ ノ エ 1,112 2.8

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,078 2.7

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,049 2.7

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 801 2.0

(注)１．当社は、自己株式2,625,530株を保有いたしておりますが、上記の大株主からは除外いたしており
ます。

２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（2020年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役会長兼社長 池 　 田 　 　 　 茂

経営全般
・

監　　査
・

秘　　書

フランスベッド株式会社代表取締役社長
江蘇芙蘭舒床有限公司董事長
公益財団法人フランスベッド・メディカルホームケア研究・助成財団
代表理事理事長

代 表 取 締 役 専 務 池 　 田 　 一 　 実 経営企画
フランスベッド株式会社代表取締役副社長執行役員
東京ベッド株式会社取締役
江蘇芙蘭舒床有限公司董事

取 締 役 島 　 田 　 　 　 勉 経　　理
フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
フランスベッド販売株式会社取締役
東京ベッド株式会社取締役
江蘇芙蘭舒床有限公司監事

取 締 役 上 　 田 　 隆 　 司 経営企画 フランスベッド株式会社取締役常務執行役員
東京ベッド株式会社取締役

取締役（監査等委員・常勤） 木 　 村 　 昭 　 仁 ―
フランスベッド株式会社監査役
株式会社翼監査役
フランスベッドメディカルサービス株式会社監査役

取締役（監査等委員） 中 　 村 　 秀 　 一 ―
一般社団法人医療介護福祉政策研究フォーラム理事長
学校法人国際医療福祉大学 国際医療福祉大学大学院教授
株式会社メディカルシステムネットワーク取締役

取締役（監査等委員） 渡 　 邊 　 　 　 敏 ―
弁護士
渡辺特許法律事務所所長
学校法人多摩美術大学理事

取締役（監査等委員） 山 下 視 希 夫 ―

(注)１．取締役（監査等委員）中村秀一氏、渡邊敏氏及び山下視希夫氏は社外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）木村昭仁氏は、金融機関における勤務経験により、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有しております。
３．2019年６月25日開催の第16期定時株主総会終結の時をもって、代表取締役専務門田和己氏は任期

満了により退任いたしました。
４．2019年６月25日開催の第16期定時株主総会におきまして、山下視希夫氏が取締役（監査等委員）

に新たに選任され、就任いたしました。
５．2019年６月25日付で、池田茂氏は代表取締役社長から代表取締役会長兼社長に就任いたしました。
６．2019年６月25日付で、池田一実氏は取締役から代表取締役専務に就任いたしました。
７．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実効性を高め、監査、監

督機能を強化するために木村昭仁氏を常勤の監査等委員として選定しております。
８．当社は、取締役（監査等委員）中村秀一氏、渡邊敏氏及び山下視希夫氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　取締役の報酬等の額
区　　分 支 給 人 員 月 例 報 酬 業 績 連 動

金 銭 報 酬
中期業績連動
株 式 報 酬

長期業績連動
株 式 報 酬 合　　計

名 千円 千円 千円 千円 千円
取 締 役
(監査等委員を除く)

(うち社外取締役)

５

(－)

107,195

(－)

28,825

(－)

4,052

(－)

4,014

(－)

144,086

(－)
取 締 役
( 監 査 等 委 員 ）

(うち社外取締役)

４

(３)

32,400

(22,800)

(－)

(－)

(－)

(－)

(－)

(－)

32,400

(22,800)

合　　計

(うち社外取締役)

９

(３)

139,595

(22,800)

28,825

(－)

4,052

(－)

4,014

(－)

176,486

(22,800)
(注)１．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。
２．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2017年６月23日開催の第14期定時株主総会におい

て、年額220百万円以内と決議されております。また、それとは別枠で、2017年６月23日開催の第
14期定時株主総会において、取締役（監査等委員を除く）に対する譲渡制限付株式の付与のために
支給する報酬限度額を年額100百万円以内とすることが決議されております。

３．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月24日開催の第13期定時株主総会において、年
額70百万円以内と決議されております。

４．上記の「中期業績連動株式報酬」及び「長期業績連動株式報酬」の額は、当事業年度に係る譲渡制
限付株式報酬の費用計上額であります。

５．上記の「月例報酬」及び「業績連動金銭報酬」には2019年６月25日開催の第16期定時株主総会終
結の時をもって退任した取締役１名の在任期間中における費用計上額が含まれております。

６．当社は、2017年６月23日開催の第14期定時株主総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃
止しております。これに伴い、重任する監査等委員でない取締役に対し、退任時に役員退職慰労金
制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金打ち切り支給をすることが決議されております。こ
れに基づき、当事業年度中に退任した取締役１名に対し８百万円の役員退職慰労金を支給しており
ます。

③　役員報酬の方針等
　当社は、2016年６月24日開催の第13期定時株主総会及び2017年６月23日開催の第14期定時株主総会
において決議された報酬限度額の範囲内におきまして、社外取締役３名を含む４名の取締役で構成する「報
酬委員会」において個人別報酬等の内容を検討し、監査等委員でない取締役の報酬は取締役会で、監査等
委員である取締役の報酬は監査等委員の協議により決定いたします。
　当社の役員報酬は、月例報酬（固定報酬）、業績連動金銭報酬（短期インセンティブ）、中期業績連動
株式報酬（中期インセンティブ）、長期業績連動株式報酬（長期インセンティブ）により構成されており
ます。ただし、業務執行から独立した立場にある社外取締役及び監査等委員である取締役には、業績連動
報酬等の変動報酬は相応しくないため、月例報酬（固定報酬）のみ支給することとしております。
　業績連動金銭報酬は、原則、連結売上高と連結経常利益の予算達成率及び役員それぞれの役位及び職務
の内容に応じて設定された評価項目を基に、予め設定された基準に基づいて決定しております。中期業績
連動株式報酬は、株式の譲渡制限の解除条件を、一定期間継続して当社の取締役を務めること及び連結自
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己資本利益率（連結ＲＯＥ）、その他の当社の取締役会が予め設定した業績目標を達成することとしてお
ります。長期業績連動株式報酬は、一定期間継続して当社の取締役を務めることのみを譲渡制限の解除条
件としております。
　中期業績連動株式報酬、長期業績連動株式報酬ともに、一定期間継続して当社の株式を保有することを
通じて、中長期的な観点から持続的に企業価値を向上させるインセンティブを付与するとともに、取締役
と株主の皆様との一層の価値共有を図っております。

④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

氏　　名 重要な兼職の状況 当社と当該他の法人等との関係

中 村 秀 一
一般社団法人医療介護福祉政策研究フォーラム理事長
学校法人国際医療福祉大学 国際医療福祉大学大学院教授
株式会社メディカルシステムネットワーク取締役

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

渡　邊　　敏 渡辺特許法律事務所所長
学校法人多摩美術大学理事

特別の関係はありません。
特別の関係はありません。

山 下 視 希 夫 特になし

　　　ロ．当事業年度における主な活動状況
氏　　名 主 な 活 動 状 況

中 村 秀 一
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回、監査等委員会13回のうち12回に出席
し、長年にわたり医療、介護・福祉等に関する厚生労働行政に従事されたことで
培われた豊富な経験と幅広い見識から、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための質問、助言を行っております。

渡　邊　　敏
当事業年度開催の取締役会17回全てに、監査等委員会13回全てに出席し、長年に
わたる弁護士としての豊富な経験と幅広い見識から、議案審議等の意思決定の妥
当性・適正性を確保するための質問、助言を行っております。

山 下 視 希 夫
2019年６月25日就任以降、当事業年度開催の取締役会14回全てに、監査等委員会
11回全てに出席し、長年にわたる上場会社の経営に携われたことで培われた豊富
な経験と幅広い見識から、議案審議等の意思決定の妥当性・適正性を確保するた
めの質問、助言を行っております。

(注）当社は、取締役（監査等委員）中村秀一氏、渡邊敏氏及び山下視希夫氏を東京証券取引所の定めに
基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

ハ．子会社からの役員報酬等の総額
該当事項はありません。

⑤　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役３名全員は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結いたしております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定す
る額といたしております。
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　有限責任監査法人トーマツ

②　報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 40,100千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 51,900千円

（注）１．当社及び当社の子会社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商
品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載いたしております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、前年度の監査実績、会計監査の職務遂行状況
の相当性及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて検証を行った上で、会計
監査人の報酬等の額について同意をいたしました。

③　非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して、収益認識に関する会計基準変更の助言指導業務について
の対価を支払っております。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株
主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる場合は、監査等委員
会で審議の上、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会
が選定した監査等委員は解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理
由を報告いたします。

⑤　責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。
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⑸　業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法及び会社法施行規則に基づく、「内部統制システムの基本方針」を取締役会の決議によ
り定め、業務の適正を確保する体制を整備しております。

①　業務運営の基本方針
　当社の経営活動の根幹をなす「経営理念」は、以下のとおりとする。

【経営理念】
・創造と革新により『豊かさとやさしさ』のある暮らしの実現に貢献するヒューマンカンパニーを目指

します。
・株主価値最大化の追求。付加価値の高い新商品・新サービスを創造します。
・経営資源の有効活用を図り、グループの総合力を強化します。

②　内部統制基本方針決議の内容
イ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制
・当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役は、自己に委嘱された職務領域に

ついて、法令、定款及びその他の社内規則等（以下、「法令等」という。）の遵守体制を構築する権
限と責任を有する。

・当社の取締役会は、当社グループの取締役及び使用人が法令等を遵守し、健全な社会規範の下にその
職務を遂行するために、企業倫理に関する基本規程である「企業倫理規程」を制定する。特に、社会
の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力については、その排除を明記する。

・法令等の遵守に関する事項は、当社経営企画グループが主管し、当社グループ間において横断的かつ
効率的に推進するために、情報管理委員会（※）を設置する。

・法令等の遵守推進のために、法令等の遵守に関する研修等を実施し、取締役及び使用人のコンプライ
アンス意識の醸成に努める。

・当社グループは、内部通報規程を定め、社内と社外（弁護士事務所）に内部通報に関する相談窓口・
通報受付窓口を設置する。

・使用人は、社内においてコンプライアンス違反行為が生じ、又は生じようとしている事実を知ったと
きは当窓口に通報（匿名も可）しなければならない。

・当社グループは、正当な理由なく、内部通報の内容及び調査で得られた個人情報を開示することを禁
止し、内部通報をした者に対して、そのことを理由として不利益な取扱いを行わない。

・個人情報を適切に保護することが当社グループの社会的責務と認識し、個人情報保護に関する基本方
針を定め、情報セキュリティの強化並びに個人情報の保護に努める。

・当社は内部監査組織として、監査室を設置する。監査室は、被監査部門等に対して十分な牽制機能を
確保するために代表取締役会長兼社長の直轄部門とし、法令等の遵守状況及び業務活動の効率性など
について、監査等委員会とも連携しつつ、当社各部門及び子会社に対し内部監査を実施し、業務の改
善に向け具体的に助言・勧告を行う。

・当社グループにおける重要な法務的課題及びコンプライアンスに係る事象については、顧問弁護士等
に相談し、必要な検討を行う。

・会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題についても随時相談し検討を行う。
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ロ．当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社の取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項については、文書の作成、保存及び

破棄を定めた「文書管理規程」に従うものとし、取締役から、これらの文書の閲覧の要請があった場
合には、直ちに提出する。

・当社の取締役及び使用人の業務上の情報管理については、情報セキュリティに関連する規程を整備す
るとともに、個人情報保護に関する基本方針を定めて対応する。

ハ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社グループの取締役は、自己に委嘱された職務領域について、当社グループに損失を与えうるリス

クの管理のために必要な体制を構築・維持を行う権限と責任を有する。
・組織横断的なリスクへの対応は、当社の経営企画グループが主管し、効率的な推進に当たるために、

情報管理委員会（※）を設置する。
・各部門の所管業務に付随するリスク管理については、当該部門が担当し、個別規程、ガイドライン、

マニュアルの整備、研修の実施等を行う。
・当社グループ全体又は経営の根幹に係わる重要事項については、当社の取締役会での審議を経て、対

応を決定する。
・当社は激甚災害等による被災を想定し、当社グループ全体の事業継続を図るための組織、指揮命令系

統等を定めたマニュアルを策定する。緊急事態が発生した場合には、必要に応じて緊急対策本部を設
置した上で、当該事態に対処する。

ニ．当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・当社グループの取締役会は、各取締役が責任を持って担当する領域を明確にした上で、業務執行の決

定権限を取締役に委嘱している。各取締役は、自己の担当領域に関する業務目標の達成を通じてグル
ープ全体としての経営目標の達成に努める。

・当社にあっては、経営の意思決定・監督機能を担う取締役会の構成員である取締役が業務執行機能を
併せ持つところから、業務執行機能を補完強化するために、執行役員制度を導入する。当制度は、取
締役会において選任された執行役員が取締役会決議に従い、所管業務の充実強化に積極的に取り組む
ことにより、経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる経営体制の構築を図るものである。

・当社の取締役会は、毎月、当社の重要な業務執行その他法定の事項についての決定を行うほか、取締
役会の場における子会社代表取締役による業務執行状況報告等を通じて、子会社の業務執行について
の監督を行い、企業集団としての意思の統一を図る。

・当社グループの職務執行に係る職務権限及び決裁手続き等については、「組織規程」、「職務分掌規
程」及び「職務権限規程」に定める。これをもって、当社グループの経営活動における意思決定と実
行の迅速化及び責任体制の明確化を図る。「職務権限規程」により決定権限を委譲された者は、案件
の目的、実施方法、費用、効果、リスクなどに関する十分な情報を入手の上、善良なる管理者の注意
義務をもって審査し、当社グループにとって最適と合理的に判断する内容の意思決定を行う。なお、
各規程については、法令の改廃又は職務執行の変更等があった場合は、随時見直しを行う。

・内部監査は、効率性の観点からも実施し、当該内部監査の結果を踏まえて必要な対策を講じることに
より、職務執行の効率性の確保に努める。
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ホ．子会社取締役及び使用人の職務執行に係る事項の報告に関する体制
・当社は、グループの戦略機能を担う持株会社として、経営ビジョンの策定、経営戦略の企画立案、経

営資源の最適配分等を通じて、グループ全体の効率的運営を図ることを基本的役割とし、子会社各社
の事業特性を踏まえつつ、事業戦略を共有したグループ一体となった経営管理を行う。このグループ
全体を見据えた経営管理体制の構築を図るために、情報管理委員会（※）を設置する。

・当社は、子会社の業務執行に対する監督機能の強化を企図して、当社取締役会における子会社の代表
取締役による業績等の業務執行状況報告を義務付けている。併せて、グループ全体又は経営の根幹に
関わる重要事項については、当社取締役会での審議を経て、対応を決定することとし、企業集団とし
ての意思の統一を図る。これらの子会社の経営管理に関する事項は、当社の経営企画グループが主管
し、その経営管理に関わる基準及び手続き事項は、「関係会社管理規程」に定める。

へ．監査等委員会の職務の補助をすべき使用人に関する事項
・監査等委員会の職務の補助をすべき使用人については、経営企画グループ担当取締役が監査等委員会

と協議の上、当該使用人の配置を決定するものとする。

ト．前号の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び当該使用人に対する監
査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

・当社において監査等委員会の職務を補助する者は、その指揮命令系統、地位及び処遇等について、監
査等委員でない取締役からの独立性を担保するために監査等委員会と事前協議を行うこととする。

・当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人は、監査等委員会から命じられた職務に関しては、取
締役及び当該使用人の属する組織の上長等の指揮命令を受けないものとし、もっぱら監査等委員会の
指揮命令に従わなければならない。

チ．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及
び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の
監査等委員会への報告に関する体制

・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、監査等委員会に対し、取締役会そ
の他重要な会議を通じて職務の執行状況の報告を行うとともに、内部監査部門の監査結果を報告する。

・監査等委員会からの求めに応じ、稟議書その他の業務執行上の重要な書類を閲覧に供する。
・当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及

び使用人又はこれらの者から報告を受けた者は、当社グループに著しく重大な損失を与える事項が発
生し、若しくは発生する恐れがあるとき、又は役員及び使用人による違法若しくは不正な行為を発見
したときは、当社の監査等委員会に報告しなければならない。また、これらの者は、前記報告事項に
加え、当社の監査等委員会が報告すべきものと定めた事項について、当社の監査等委員会に報告しな
ければならない。
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リ．監査等委員会に報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確
保するための体制

・当社グループは、内部情報提供制度に関する規程に従って当社の監査等委員会へ報告を行った者に対
し、当該報告をしたことを理由に、いかなる不利な取扱いも行ってはならないものとし、関係する取
締役、執行役員及び従業員はこれを遵守する。

ヌ．当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員がその職務の遂行について生じる費用の前払又は償還等の請求をしたときは、監
査等委員会の職務の遂行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理す
るものとする。

ル．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人の監査等委員会監査に対する理解を

深め、監査等委員会監査の環境を整備するよう努める。
・当社の監査等委員会は、監査室から当社各部門及び子会社に関する内部監査の内容について説明を受

けるなど、監査室との連携を図っていく。
・当社の監査等委員会は、会計監査人との間で年間監査計画の確認を行うとともに、四半期毎の会計監

査結果の報告を受ける等、定期的に会合を開催する。さらに、必要に応じて、期中監査並びに期末監
査の場に同席し、都度、報告及び説明を受けるなど相互の連携を図る。

（※）「情報管理委員会」の設置
　当社は、現在、内部統制に関する事項を検討する機関として、「情報管理委員会」を設置している。
当委員会委員長には、当社取締役（証券取引所情報取扱責任者兼務）がその任に当たり、常勤監査等
委員、当社各室長及び子会社管理部門長が委員に選任されている。当委員会の会議は、予め定められ
た議題について討議する定例会議（月１回開催）と緊急・突発的な発生事実に対応する特別会議から
構成される。その活動内容は、コンプライアンス、リスク管理、情報セキュリティ、人権（セクハラ、
パワハラ）、会社情報の管理・統制、開示情報の決定等を検討するほか、子会社からの業績以外の経
営情報等の収集に当たっている。当委員会にて取り上げる個々の議題を包括した概念としては、昨今、
CSR（企業の社会的責任）活動が注目を集めているが、このCSR活動は「内部統制システム」の整備
と不可分の関係にあるところから、当委員会を中核にCSR活動にグループ全体をあげて取り組むこと
により、内部統制システムの実効性を高め、当社グループの企業価値の向上に結びつけていくもので
ある。なお、当委員会の活動内容は毎月の当社の取締役会での報告事項としている。
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⑹　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を
確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

①取締役の職務執行
取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令及び定款に則って行動するように徹底しております。
当事業年度におきましては、取締役会を17回開催しております。

②監査等委員による監査
社外取締役を含む監査等委員は、監査等委員会において定めた監査計画に基づき監査を実施するととも
に、取締役会に出席する他、会計監査人とは定期的に、内部監査室との間では毎月情報交換を行うこと
で、取締役の職務執行の監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。当事業年度におき
ましては、監査等委員会を13回開催しております。

③情報管理委員会の実施
組織横断的に法令の遵守、リスク対応等を図る体制として、情報管理委員会を設置しており、当事業年
度におきましては12回開催いたしました。また、グループ社員に対しては、社内電子掲示板等を活用し
て、コンプライアンス資料等を毎月配信するなど、法令遵守に向けた取り組みを継続的に実施しており
ます。なお、当委員会活動の概要については月例の取締役会にて報告いたしております。

④内部監査の実施
監査計画書に基づき、当社グループの業務が、法令や企業理念、社内規程等に従って適正かつ効率的に
遂行されているかについて評価・検証するため、監査室が監査等委員、会計監査人と連携をとりながら、
内部監査を実施しております。

⑤財務報告に係る内部統制
内部統制基本方針に基づき、内部統制の評価を実施しております。

⑺　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を重要政策の一つと考えており、財務状況、キャッシュ・フローなどを
勘案のうえ、剰余金の処分により中間配当と期末配当の年２回の安定配当を維持することを基本方針とし
ております。
　当事業年度の剰余金の期末配当につきましては、１株当たり14円、中間配当14円を含めて年間28円を
予定しております。

（注）本事業報告中の記載金額、持株数及び比率等は表示単位未満を切り捨てて表示しております｡
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金　額 科 目 金　額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

賃 貸 用 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
リ ー ス 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

31,836
7,737
8,822

788
3,499
5,764

400
2,057
2,771

△5
27,913
17,618
1,626
4,776
1,250

347
5,457
4,102

58
1,696

970
663
62

8,597
820
27

1,778
4,877
1,218
△125

48
48

流 動 負 債 14,365
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,828
電 子 記 録 債 務 2,140
短 期 借 入 金 2,700
1年内償還予定の社債 600
リ ー ス 債 務 2,364
未 払 法 人 税 等 68
未 払 消 費 税 等 193
賞 与 引 当 金 1,221
役 員 賞 与 引 当 金 11
資 産 除 去 債 務 17
そ の 他 2,219

固 定 負 債 7,951
社 債 3,000
長 期 借 入 金 300
リ ー ス 債 務 3,164
繰 延 税 金 負 債 22
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 53
偶 発 損 失 引 当 金 8
退 職 給 付 に 係 る 負 債 510
資 産 除 去 債 務 276
そ の 他 615

負 債 合 計 22,317
純 資 産 の 部

株 主 資 本 35,168
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 0
利 益 剰 余 金 34,676
自 己 株 式 △2,507

その他の包括利益累計額 2,312
その他有価証券評価差額金 △49
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 1
退職給付に係る調整累計額 2,360

純 資 産 合 計 37,481
資 産 合 計 59,798 負 債 純 資 産 合 計 59,798
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連 結 損 益 計 算 書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 52,430
売 上 原 価 26,512

売 上 総 利 益 25,917
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,425

営 業 利 益 2,492
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7
受 取 配 当 金 19
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 4
受 取 賃 貸 料 25
受 取 補 償 金 25
保 険 契 約 変 更 差 額 20
そ の 他 75 178

営 業 外 費 用
支 払 利 息 59
売 上 割 引 34
社 債 発 行 費 償 却 25
株 式 報 酬 費 用 28
そ の 他 85 234
経 常 利 益 2,436

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 133
投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 133

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 19
減 損 損 失 10
投 資 有 価 証 券 評 価 損 174
関 係 会 社 清 算 損 3 208

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,361
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 269
法 人 税 等 調 整 額 572 841
当 期 純 利 益 1,520
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,520
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連結株主資本等変動計算書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 3,000 － 34,307 △2,045 35,262
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,151 △1,151
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,520 1,520
自 己 株 式 の 取 得 △493 △493
自 己 株 式 の 処 分 0 30 30
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － 0 368 △462 △93
当 期 末 残 高 3,000 0 34,676 △2,507 35,168

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損　　　益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 △9 △5 2,960 2,945 38,207
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,151
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,520
自 己 株 式 の 取 得 △493
自 己 株 式 の 処 分 30
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △39 6 △599 △632 △632

当 期 変 動 額 合 計 △39 6 △599 △632 △726
当 期 末 残 高 △49 1 2,360 2,312 37,481
(注)連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金　額 科 目 金　額

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
有 価 証 券
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
1年内回収予定の関係会社長期貸付金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
その他の関係会社有価証券
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
社 債 発 行 費

14,511
5,976
3,499

18
4,550

47
419

43,421
13
6
6
0
1
1

43,405
25

42,943
195
47
9

81
101
48
48

流 動 負 債 15,893
短 期 借 入 金 2,700
１年内償還予定の社債 600
未 払 金 6
未 払 費 用 74
未 払 法 人 税 等 41
関 係 会 社 預 り 金 12,422
賞 与 引 当 金 16
そ の 他 32

固 定 負 債 3,498
社 債 3,000
長 期 借 入 金 300
資 産 除 去 債 務 3
そ の 他 194

負 債 合 計 19,392
純 資 産 の 部

株 主 資 本 38,589
資 本 金 3,000
資 本 剰 余 金 33,035

資 本 準 備 金 750
そ の 他 資 本 剰 余 金 32,285

利 益 剰 余 金 5,060
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,060

繰 越 利 益 剰 余 金 5,060
自 己 株 式 △2,507

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △0
その他有価証券評価差額金 △0

純 資 産 合 計 38,589
資 産 合 計 57,981 負 債 純 資 産 合 計 57,981
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損　益　計　算　書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 2,126
一 般 管 理 費 872
営 業 利 益 1,253
営 業 外 収 益

受 取 利 息 41
有 価 証 券 利 息 1
そ の 他 1 44

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15
社 債 利 息 10
社 債 発 行 費 償 却 25
そ の 他 22 74

経 常 利 益 1,224
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 174
関 係 会 社 清 算 損 3 178

税 引 前 当 期 純 利 益 1,045
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 68
法 人 税 等 調 整 額 △1 66

当 期 純 利 益 979
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株主資本等変動計算書

（2019年 4 月 1 日から
2020年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
資本剰余金
合　　　計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 3,000 750 32,285 33,035 5,233 5,233 △2,045 39,223
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,151 △1,151 △1,151
当 期 純 利 益 979 979 979
自己株式の取得 △493 △493
自己株式の処分 0 0 30 30
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 　(純 額)

当期変動額合計 － － 0 0 △172 △172 △462 △634
当 期 末 残 高 3,000 750 32,285 33,035 5,060 5,060 △2,507 38,589

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △0 △0 39,223
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △1,151
当 期 純 利 益 979
自己株式の取得 △493
自己株式の処分 30
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 　(純 額) 0 0 0

当期変動額合計 0 0 △634
当 期 末 残 高 △0 △0 38,589
(注)貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月21日
フランスベッドホールディングス株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 中 康 宏 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 豊 泉 匡 範 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フランスベッドホールディングス株式会社の2019

年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、フランスベッドホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2020年５月21日
フランスベッドホールディングス株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 中 康 宏 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 豊 泉 匡 範 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フランスベッドホールディングス株式会社

の2019年４月１日から2020年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
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監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は
軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第17期事業年度における取締役の職務の

執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施しました。
⑴　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、会社の業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報
告を受けました。

⑵　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各
号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整
備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月25日
フランスベッドホールディングス株式会社

　　　　　　　　　　　監査等委員会
　　常勤監査等委員　　木村　　昭仁　印

監査等委員　　　　中村　　秀一　印
監査等委員　　　　渡邊　　　敏　印
監査等委員　　　　山下　視希夫　印

　　　（注）監査等委員中村秀一、渡邊敏及び山下視希夫は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規
定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会会場ご案内略図
会場：東京都新宿区西新宿一丁目６番１号

新宿エルタワー30階　サンスカイルーム
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株主総会会場までの交通のご案内
◎新宿駅（ＪＲ線・小田急線・京王線・東京メトロ丸ノ内線・都営新宿線）より徒歩５分
◎西武新宿駅（西武新宿線）より徒歩10分

・駐車場・駐輪場の用意はいたしておりませんので、お車等でのご来場はご遠慮くださいますよう
　お願い申しあげます。
・株主総会にご出席の株主の皆様へのお土産のご用意はございません。何卒ご理解くださいますよ
　うお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図


